技術手法2022-1-99


2022年度第1回技術手法委員会 議事録(案)




　
 一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会

１．開催日時　：　2022年6月27日（月）13:30～15:00
２．開催場所　：　オンライン会議（ZOOM）
３．出 席 者　： （順不同・敬称略）　
特別会員　　清友　大造
　一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会
特別会員　　幸田　周平
　一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会
特別会員　　兼子　邦彦
　一般社団法人SCCCリアルタイム経営推進協議会　　
特別会員    遠城　秀和  　ITコンサルタント
幹事会員　　斉藤　孝平　　株式会社NTTデータ経営研究所

幹事会員　　野原　一八 　 株式会社JSOL
幹事会員　　高橋　一裕　　日本電気株式会社

正　会員　　小黒　京　　　富士通Japan株式会社
正　会員　　惣代　和明　　NECソリューションイノベータ株式会社
賛助会員    川内　晟宏  　特定非営利活動法人ITコーディネータ協会
　　　 オブザーバ　橋本　崇　　　日本銀行決済機構局
事 務 局　　菅又　久直　　一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会  
出席者12名
４．議事概要　
2022年度第1回技術手法委員会は、以下の議事を実施した。
（資料：技術手法2022-1-01第1回技術手法委員会議事次第）
４－１．2022年度JEC-SIPS委員会体制及びリーダーの選出
　事務局菅又より、資料に基き、国連CEFACT日本委員会（JEC）体制及び技術手法委員会の発足にあたっての趣意書が紹介された。
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委員長：

椿 弘次

早稲田大学名誉教授

事務局：JASTPRO

運営委員会

委員長：油井 朋仁

三井住友海上火災保険株式会社

事務局：JASTPRO

技術手法委員会

委員長：菅又 久直

SIPS

標準促進委員会

委員長：



普及促進活動



業界要望調査



リテラシー向上

国連CEFACT観光部会

委員長：

鈴木 耀夫

JTREC

国際連携TF

委員長：

遠城 秀和

業界横断EDI TF

委員長：

兼子 邦彦

事務局：SIPS

登録技術審査

グループ

事務局：JTREC

LOCODE

フォーカルポイント

事務局：JASTPRO


2022年度JEC-SIPS体制図
引き続き2022年度の技術手法委員会及びタスクフォースの委員長の選出が行われ、次の通り決定した。

技術手法委員会委員長


菅又久直

国際連携タスクフォース委員長

遠城秀和

業界横断EDIタスクフォース委員長
兼子邦彦

（資料：技術手法2022-1-03 技術手法委員会設立趣意書）
４－２．2022年度技術手法委員会活動計画
　2022年度技術手法委員会の活動計画について、事務局菅又より説明が行われた。

（資料：技術手法2022-1-04　技術手法委員会＆タスクフォース活動計画）
（1） 国際連携タスクフォース
・以下の活動スケジュールにつき説明が行われた。
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（2） 業界横断EDIタスクフォース
・以下の活動スケジュールにつき説明が行われた。
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【コメント】
· 兼子委員：
6月にデジタル田園都市国家基本方針が公開されており、その中でデータ連携基盤整備の必要性が謳われている。SCCCとしても当活動に参画して行けそうなので、SIPSにも必要な情報を提供してゆくつもりです。データ連携基盤には産業領域も含まれるようです。
· 遠城委員：
· 国連CEFACT技術が日本であまり使われていない。日本のきめ細かな商習慣に合わせるのが容易ではなく、そのままで使うのが難しい。現在、国連CEFACTで進められているAPI/JSON関連の技術適用もそのまま国内に持ってきても使われないのではないか。(本年は適用可能性調査を行って、国内への導入可能性を調査したい（事務局）。

· 日本の商習慣を留意したIT化とは何かについて考え直す必要があるのではないか。そのためには、使う人との連携が必須であろう。(本年はトレードファイナンス関連の経産省プロジェクトを通じて商社・銀行・物流およびプラットフォーマーとの連携が期待できる。また、自動車業界が欧州でAPI化に取組んでおり、国内自動車業界との接点も期待できる（事務局）。
· 橋本オブザーバ：
全銀EDIなど標準の導入には現場が入らないと進まないが、現場からはとっつきにくいと捉えられている。導入を進めるためには参加企業システムと繋ぐ何らかのキャタリスト（触媒）が必要であろう。

４－３．国連CEFACT第38回フォーラム報告
　第38回国連CEFACTフォーラムは、2022年5月16日から5月20日の1週間、オンライン会議により、分野領域（ドメイン）ごとのセッションが行われた。今回のフォーラムは国連CEFACT活動のショーケースとして、プレゼンテーション、ラウンドテーブル、ウェビナー、パネルディスカッション等による勧告・標準に関わる啓発を主たる目的として開催された。当フォーラムにつき、事務局より資料に基き以下のセッションの説明が行われた。
　（資料：技術手法2022-1-05 第38回国連CEFACTフォーラム報告）
· 運輸物流分野プレゼンテーション

· サプライチェーンの混乱への対処：貿易円滑化と国際標準の役割

· 農産物の国境を越えた貿易手続の緩和

· オープンバンキング：最先端と今後の挑戦

· デジタルトラストと貿易円滑化における最新技術の役割

· 国際貿易を支えるオープンバンキングとオープンファイナンス

· サプライチェーンマネージメントを更に効率化する国連CEFACT標準

· EDIからAPIへ

４－４．今後の予定
第1回業界横断EDIタスクフォース会議：7月19日
第1回国際連携タスクフォース会議：8月29日
以 上
　
配布資料：
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